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一般社団法人 日本映像ソフト協会 



 

コロナ禍での生活が3年を過ぎ、昨年は我々の生活も新しい段階を迎えることとなった。

世界の経済が動き出す中、日本経済もこれ以上の停滞から脱却し、経済活動の積極的展開へと

舵をきった。エンタテインメント業界においても例外ではなく、映画やコンサート、スポーツ

観戦などにおいて、入場人数や声を出しての応援等の制限がなくなり、コロナ感染への注意を

継続しながらの「アフターコロナ」の形態へと移行しつつある。 

映像エンタテインメントの世界でも、コロナ禍を経験したことで「配信」という非接触型の

需要形態が発達し、大きな変革が加速することにもなった。2022年の映像パッケージソフトの

JVA会員社によるメーカー出荷統計は、1148億1900万円で前年比83.9%と二桁のダウンとなった

一方で、JVA会員社の配信売上は654億4800万円で前年比112.9%と二桁の成長が続いている。 

2023年度は、この配信市場の拡大に伴い、JVAの事業においても「デジタル配信部会」の活動

を一層活発化させ、「市場規模マーケティング」「業界統一コードの策定」「違法動画対策」 

「情報シェアリング」の4つをテーマとして協議が進められており、引き続きその成果に期待が

寄せられている。一方で、日本人に永く親しまれてきた映像パッケージソフトにおいても一定

の支持は存在しており、ユーザーニーズに合わせた商品開発を絶え間なく追及しつつ、映像 

パッケージ市場を存続させていくことの重要性には変わりはない。 

また、デジタル技術が普及発展していく中で益々重要となってきている権利侵害対策につい

ても、果敢に挑み続ける必要がある。昨年は、リーチサイト運営者の摘発や、ファスト映画に

対する損害賠償請求など、一定の成果を挙げることができた。本年度も引き続き、高度化する

権利侵害に対して早急に対応できる体制作りに注力していくほか、一般の人々に対する啓発活

動を継続していくことも重要である。 

当協会は、以上のような観点から、本年度は以下の事業を行うこととする 
 

 

［ ］内は担当主務部会 
 
 

［１］ 映像ソフト産業の健全な発展をはかる施策の実施 ［業務部会］ 

１．映像ソフトのバリアフリー化・アーカイブ化の運用ルール等環境整備 

会員社や関係官庁・関係団体等が行っている映像ソフトのバリアフリー化・表現の統

一・アーカイブ化の取組みについて、運用ルールの構築等の支援協力を行い、誰もが映像

ソフトを楽しむことができる環境整備に努める。 

２．協会活動充実のための新入会員勧誘の促進 

映像ソフト産業界を代表する団体として、業界の発展に資するため、より多くの映像ソ

フト製作社、流通・映像コンテンツ関連事業社等の入会を募る。 



 

３．倫理問題の研究・意識の啓発 

青少年に及ぼす映像ソフトの影響に鑑み、倫理規定遵守の徹底をはかる。 

また、倫理問題の研究と意識の啓発に努めると共に、関係官庁・関係団体との連携・協

力に努める。 

消費者庁の「公益通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運用に関する民間事業

者向けガイドライン」（平成 28 年 12 月９日）等を参考に、協会の業務に関するコンプ

ライアンス推進を図る。 

４．経理・税務問題の検討 

税制改正、会計処理の変更等については、随時対応について検討する。

５．会員各社を対象にした合同社員研修等の実施 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止のための方策を採りつつ、会員社の社員を対

象とした合同の研修会等を適宜実施する。 

６．映像商品制作に関する調査・研究 

映像関連技術情報や商品管理情報の収集を行い、必要に応じて会員社へ情報提供を

行う。 

 
［２］市場の整備及びマーケティング活動の活性化 

１．マーケティング施策の調査・研究  ［営業部会／デジタル配信部会／業務部会］ 

イ．映像パッケージソフト及び映像配信についての市場動向を把握するとともに、マーケ 

ティング施策の研究・検討を行う。 

ロ．映像コンテンツのデータベースについて、(株)ジャパンミュージックデータとの提携

を継続し、データ収集状況ならびにデータベースの利用実態を把握する。 

２．業務用市場の流通の円滑化と活性化のための施策［流通促進部会／著作権部会］ ホ

テル、バス、健康ランド、船舶、複合カフェ、公共施設等における映像ソフトの上 

映・配信利用に対する正規市場の維持・発展に努める。 

３．レンタルシステムの運用［レンタル運用委員会／流通促進部会］ 

当協会のレンタルシステム加盟店の実態把握と未加盟店の加入を促す。

４．市場活性化の施策 ［営業部会／デジタル配信部会／業務部会］ 

映像パッケージソフト市場や映像配信市場の現況の分析や将来性を検証し、市場活

性化のための必要な施策を検討、必要に応じて実行する。 

５．会員地区連絡協議会への支援と協力 ［業務部会／営業部会／流通促進部会］ 

映像ソフト市場の健全な発展のため、会員社出先機関で組織された会員地区連絡協

議会が行う著作権保護活動等の諸活動を支援するとともに、協力してエリアの市場活

性化を図る。 

 
［３］ 知的財産権の擁護確立及び施策の推進 



 

１．著作権に係わる広報・普及活動 ［業務部会／著作権部会／流通促進部会］ 

映像著作物の許諾実務、映像ソフトの著作権に関する諸問題について、調査研究を行い、

広報・啓発活動を行うとともに、関係官庁・関係団体の行う知的財産権に係わる広報・啓 発

活動に協力する。 

特に、無許諾配信等著作権侵害のツールである技術的制限（保護）手段を無効化（回

避して複製）するリッピングソフトの提供、使用等が違法行為であることの周知を図るた

めの広報活動として、『アンチリッピングキャンペーン』を会員各社と協力し、継続して

実施する。 

２．識別シールの発行等［レンタル運用委員会／流通促進部会］ 

海賊版識別及び頒布権の行使態様を表示するための統一マークを印したシールの発

行及び同マークの登録商標の利用許諾を行い、正規市場の維持を図るとともに、一般利用

者の正規品識別に資するよう努める。 

３．関係権利者団体との間における諸問題への対応 ［著作権部会］ 

関係権利者諸団体と著作物使用料規程その他の諸問題について協議する。

４．著作権保護と無許諾利用の防止 ［著作権部会／流通促進部会］ 

関係官庁や関係団体と連携して、映像著作物の無許諾利用（複製・頒布・上映及び配

信等）の防止に努める。また、リーチサイトやファスト映画といった悪質な侵害行為に対

して関係者と連携し対策に努める。 

５．国際的著作権問題に対する対応 ［業務部会／著作権部会］ 

イ．海外での映像ソフトの無許諾利用の防止に努める。 

ロ．原産地証明の発行 

台北駐日経済文化代表處からの要請により、倫理基準の遵守と台湾における海賊

版防止のため、関連団体との連絡を密にしながら原産地証明を発行する。 

ハ．海外での映像ソフトの利用実態を把握するため、新型コロナウイルス感染症拡大防止

に配慮しつつ、必要に応じ近隣諸国及び地域に視察団を派遣する。 

６．著作権法等の整備への対応 ［業務部会／著作権部会］ 

著作権法第 38 条第 1 項に関する当協会の見解の普及に努めつつ、著作権法制度の整

備を含め、著作物の通常の利用が妨げられない同条同項の運用がなされる環境の構築

に努める。また、私的録画補償金制度に関する動向を注視しつつ、その状況に適した対応

に努める。 

 
［４］ 映像メディアの現状と今後に関する調査・研究［デジタル配信部会］ 

１．映像配信に関する調査・研究 

新たな切り口を含め、映像配信の在り方について調査・研究をする。

２．セミナー・研究会の開催 

映像メディアの将来を見据え、セミナー・勉強会等を必要に応じて開催する。 



 

 
 

［５］ 映像ソフトに関する調査 ［業務部会］ 

１．協会会員社を対象とする売上の統計調査の実施 

イ．映像パッケージソフトの売上統計調査を実施する。

ロ．映像配信の売上統計調査を実施する。 

２．消費者の映像配信に関する動向を把握するため、映像パッケージソフトの市場動向とあ

わせて「映像ソフト市場規模及びユーザー動向」に関する調査を実施する。 

３．そのほか、映像ソフト市場の動向把握のために必要な調査・研究を行う。 
 
 

［６］ 国際的諸問題に対する対応 ［流通促進部会］ 

１．一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（ＣＯＤＡ）に参画するとともに、海外に

おける日本コンテンツの流通環境の整備等を推進する。 

２．海外市場の実態の把握 

協会会員社の関連性の高い海外市場の実態調査・研究に資するため、必要に応じ近隣諸

国及び地域における実態調査を行う。 

 
［７］ 情報の収集及び提供 ［業務部会］ 

１．会報の発行 

協会の事業活動報告、当面する諸問題の報道・解説、国際情報等を内容とする「会報」を、

年４回発行する。 

２．ホームページ等を通じた情報提供、ＰＲ活動の充実 

ホームページ等を通じて、著作権に関するＱ＆Ａやマーケットデータ、協会事業等につ

き、会員社内外及び一般利用者へ情報提供やＰＲ活動を展開する。 

３．一般紙・業界誌等の報道機関と接触を図り、協会活動等につき広報活動を展開する。 
 
 

［８］ 内外関係機関等との交流及び協力 

１．関係諸官庁等に対して、映像ソフト産業の特性、実態等の的確な説明に努め、映像ソフ

ト産業の健全な発展のために協力を要請するとともに、自主規制による良好な環境整備の

実現に努める。 ［業務部会／著作権部会］ 

２．関係諸官庁等に知的財産権保護活動に理解を求めるとともに、知的財産権侵害の取締り

を要請する等健全な市場の維持・発展に努める。 ［業務部会／著作権部会／流通促進

部会］ 

３．協会が事務局を務める不正商品対策協議会等、会員として加盟する関係諸団体の事業に

協力するとともに、協会の事業に対する理解・協力を要請する。 

また、その他の関連する団体との交流を図る。 

４．諸外国関連団体との交流を図り、国際市場の整備を目的とする内外情報の交換・著作 



 

権情報の交換及び著作権保護活動等を通じ国際市場の健全な発展に努める。［業務部会 

／著作権部会／営業部会／流通促進部会］ 

５．日本コンパクトディスク・ビデオレンタル商業組合（ＣＤＶＪ）と協力し、レンタル店

の活性化を支援する。［業務部会／営業部会］ 

 
［９］ 会員社間の交流の緊密化を図る催事の実施 

会員社の交流を図るための新年賀詞交歓会、会員親睦ゴルフコンペは、新型コロナウイル

ス感染症の状況を考慮してその実施を判断する。 

以 上 


